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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

　
平成22年度
第１四半期連結
累計期間

平成23年度
第１四半期連結
累計期間

平成22年度

　

(自平成22年
　４月１日
 至平成22年
　 ６月30日)

(自平成23年
　４月１日
 至平成23年
　 ６月30日)

(自平成22年
　４月１日
至平成23年
　 ３月31日)

経常収益 百万円 23,545 22,278 97,120

経常利益 百万円 4,654 4,872 17,588

四半期純利益 百万円 2,318 2,656 ―

当期純利益 百万円 ― ― 8,827

四半期包括利益 百万円 12,813 6,728 ―

包括利益 百万円 ― ― 10,306

純資産額 百万円 287,887 289,679 283,754

総資産額 百万円 3,790,0053,953,4473,995,967

１株当たり四半期純利益金額 円 13.77 16.01 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 52.76

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 13.74 15.96 ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― 52.65

自己資本比率 ％ 7.2 6.9 6.7

(注) １　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情

報」に記載しております。

３　平成22年度第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定に当たり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は発生しておらず、前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ(当行

及び連結子会社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

(業績)

預金は、個人預金や公金預金が増加したものの、金融機関預金の減少を主因に、期中669億円減少し、四

半期末残高は３兆4,208億円となりました。

貸出金は、法人向け貸出を中心に期中277億円減少し、四半期末残高は２兆1,467億円となりました。

有価証券は、市場動向や投資環境を勘案し、引き続き安全性・効率性を重視した投資に努めた結果、期

中1,164億円増加し、四半期末残高は１兆4,855億円となりました。

なお、連結自己資本比率（国内基準）は、前期末比0.57ポイント上昇の17.70％となりました。

損益状況につきましては、経常利益は、資金利益や役務取引等利益が減少したほか、株式等関係損益が

減少したものの、一方で与信費用や営業経費が減少したことなどから、前年同期比２億18百万円増加の48

億72百万円となりました。また、四半期純利益は、前年同期比３億38百万円増加の26億56百万円となりま

した。

資金運用収支は、前年同期比４億41百万円減少の135億63百万円となりました。国内・国際業務部門の

内訳につきましては、国内業務部門の資金運用収支は、資金運用収益が144億31百万円、資金調達費用が12

億12百万円となりました結果、132億19百万円となりました。また、国際業務部門の資金運用収支は、資金

運用収益が13億22百万円、資金調達費用が９億78百万円となりました結果、３億44百万円となりました。

役務取引等収支は、役務取引等収益が24億26百万円、役務取引等費用が７億24百万円となりました結

果、前年同期比１億10百万円減少の17億２百万円となりました。

その他業務収支は、その他業務収益が38億４百万円、その他業務費用が27億64百万円となりました結

果、前年同期比76百万円増加の10億39百万円となりました。

セグメントごとの業績につきましては、「銀行業」で経常収益が前年同期比９億45百万円減少の188億

15百万円、セグメント利益は前年同期比５億16百万円増加の43億56百万円となりました。また、「リース

業」では、経常収益が前年同期比５億３百万円減少の34億51百万円、セグメント利益は前年同期比４億25

百万円減少の３億94百万円となり、信用保証業務等を行う「その他」では、経常収益が前年同期比70百万

円減少の11億48百万円、セグメント利益は前年同期比16百万円減少の２億19百万円となりました。
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当行の営業店舗につきましては、四半期末現在で国内本支店93か店、出張所52か店の合計145か店とな

りました。また、国内代理店は25か所であります。

なお、「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載の課税取引については、消

費税及び地方消費税を含んでおりません。

　
①　国内・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内業務部門132億19百万円、国際業務部門３億44百

万円となり、合計で135億63百万円と前年同期比４億41百万円の減少となりました。役務取引等収支は、

国内業務部門16億91百万円、国際業務部門11百万円となり、合計で17億２百万円と前年同期比１億10百

万円の減少となりました。また、その他業務収支は、国内業務部門９億21百万円、国際業務部門１億18百

万円となり、合計で10億39百万円と前年同期比76百万円の増加となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 13,605 398 14,004

当第１四半期連結累計期間 13,219 344 13,563

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 15,127 1,212

16
16,323

当第１四半期連結累計期間 14,431 1,322
4

15,749

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 1,522 813

16
2,319

当第１四半期連結累計期間 1,212 978
4

2,186

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 1,802 9 1,812

当第１四半期連結累計期間 1,691 11 1,702

　うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,511 17 2,528

当第１四半期連結累計期間 2,405 20 2,426

　うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 708 7 716

当第１四半期連結累計期間 714 9 724

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 893 69 963

当第１四半期連結累計期間 921 118 1,039

　うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 4,059 121 4,181

当第１四半期連結累計期間 3,651 152 3,804

　うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 3,166 51 3,217

当第１四半期連結累計期間 2,730 33 2,764

(注) １　「国内業務部門」とは、当行国内店及び国内に本店を有する連結子会社（以下「国内連結子会社」という。）の

円建取引であります。また、「国際業務部門」とは、当行国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めております。

２　連結会社間の取引相殺後の計数を記載しております。

３　資金調達費用は金銭の信託運用見合費用（前第１四半期連結累計期間：国内業務部門２百万円、国際業務部門

５百万円、当第１四半期連結累計期間：国内業務部門１百万円、国際業務部門５百万円）を控除して表示してお

ります。

４　資金運用収益及び資金調達費用の合計欄の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息

であります。
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②　国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内業務部門24億５百万円、国際業務部門20百万円

となり、合計で24億26百万円と前年同期比１億２百万円の減少となりました。また、役務取引等費用は、

国内業務部門７億14百万円、国際業務部門９百万円となり、合計で７億24百万円と前年同期比８百万円

の増加となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 2,511 17 2,528

当第１四半期連結累計期間 2,405 20 2,426

　うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 555 ─ 555

当第１四半期連結累計期間 512 ─ 512

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 702 16 719

当第１四半期連結累計期間 670 19 690

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 86 ─ 86

当第１四半期連結累計期間 114 ─ 114

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 546 ─ 546

当第１四半期連結累計期間 552 ─ 552

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 35 ─ 35

当第１四半期連結累計期間 35 ─ 35

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 145 0 145

当第１四半期連結累計期間 104 0 105

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 708 7 716

当第１四半期連結累計期間 714 9 724

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 121 5 127

当第１四半期連結累計期間 120 7 127

(注) １　「国内業務部門」とは、当行国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。また、「国際業務部門」とは、

当行国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門

に含めております。

２　連結会社間の取引相殺後の計数を記載しております。
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③　国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 3,207,324 143,349 3,350,673

当第１四半期連結会計期間 3,265,428 155,410 3,420,838

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 1,426,000 ─ 1,426,000

当第１四半期連結会計期間 1,473,411 ─ 1,473,411

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 1,753,492 1,100 1,754,592

当第１四半期連結会計期間 1,770,762 ― 1,770,762

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 27,832 142,249 170,081

当第１四半期連結会計期間 21,253 155,410 176,664

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 9,000 ─ 9,000

当第１四半期連結会計期間 10,000 ─ 10,000

総合計
前第１四半期連結会計期間 3,216,324 143,349 3,359,673

当第１四半期連結会計期間 3,275,428 155,410 3,430,838

(注) １　「国内業務部門」とは、当行国内店及び国内連結子会社の円建取引であります。また、「国際業務部門」とは、

当行国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門

に含めております。

２　連結会社間の債権・債務相殺後の計数を記載しております。

３　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

４　定期性預金＝定期預金＋定期積金

　

④　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)

業種別
平成22年６月30日 平成23年６月30日

貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 2,093,845100.00 2,146,701100.00

　製造業 311,256 14.86 319,119 14.86

　農業，林業 4,221 0.20 3,888 0.18

　漁業 1,667 0.07 1,809 0.08

　鉱業，採石業，砂利採取業 1,673 0.07 1,463 0.06

　建設業 74,084 3.53 70,046 3.26

　電気・ガス・熱供給・水道業 28,014 1.33 39,359 1.83

　情報通信業 14,434 0.68 19,751 0.92

　運輸業，郵便業 64,268 3.06 65,758 3.06

　卸売業，小売業 244,370 11.67 241,148 11.23

　金融業，保険業 89,692 4.28 89,469 4.16

　不動産業，物品賃貸業 257,922 12.31 255,655 11.90

　各種サービス業 219,282 10.47 228,950 10.66

　地方公共団体 296,674 14.16 296,204 13.79

　その他 486,281 23.22 514,075 23.94

海外及び特別国際金融取引勘定分 ─ ─ ─ ─

　政府等 ─ ─ ─ ─

　金融機関 ─ ─ ─ ─

　その他 ─ ─ ─ ─

合計 2,093,845― 2,146,701―

(注) １　「国内」とは、当行（海外店を除く）及び国内連結子会社であります。

２　「海外」とは、当行の海外店及び海外連結子会社であります。なお、当行は平成22年６月30日及び平成23年６月

30日現在、海外店及び海外連結子会社を保有しておりません。

３　連結会社間の債権・債務相殺後の計数を記載しております。
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(財政状態の分析)

①　リスク管理債権の状況

連結ベースのリスク管理債権残高は、合計で前年同期末比33億20百万円増加の798億55百万円とな

り、貸出金残高に占める割合も前年同期末比0.06ポイント上昇し、3.71％となりました。

不良債権の処理につきましては、従来より重要課題として取り組んでおり、今後も償却・売却等に

よる最終処理を進めるとともに、再建可能な取引先の正常化を図っていくことにより、不良債権の削

減に努める方針であります。

　

〔連結ベースのリスク管理債権〕

　
前第１四半期
連結会計期間
（百万円）(Ａ)

当第１四半期
連結会計期間
（百万円）(Ｂ)

増減（百万円）
(Ｂ)－(Ａ)

リスク管理債権額 76,535 79,855 3,320

　うち破綻先債権額 13,588 15,556 1,968

　うち延滞債権額 50,897 54,836 3,939

　うち３カ月以上延滞債権額 284 868 584

　うち貸出条件緩和債権額 11,766 8,595 △3,171

.　

貸出金残高（末残） 2,093,8452,146,701 52,856

　

貸出金残高比

リスク管理債権額　　　　　　　(％) 3.65 3.71 0.06

　うち破綻先債権額　　　　　　(％) 0.64 0.72 0.08

　うち延滞債権額　　　　　　　(％) 2.43 2.55 0.12

　うち３カ月以上延滞債権額　　(％) 0.01 0.04 0.03

　うち貸出条件緩和債権額　　　(％) 0.56 0.40 △0.16

　

（参考）金融再生法開示債権〔単体〕

当行単体の金融再生法開示債権の状況は、下表のとおりであります。

　
前第１四半期
会計期間

（百万円）(Ａ)

当第１四半期
会計期間

（百万円）(Ｂ)

増減（百万円）
(Ｂ)－(Ａ)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 36,565 36,425 △140

危険債権 29,163 35,085 5,922

要管理債権 12,050 9,463 △2,587

小　　計　① 77,779 80,974 3,195

正常債権 2,078,4082,123,722 45,314

合　　計　② 2,156,1882,204,696 48,508
　

②に占める①の割合　　　　　(％) 3.60 3.67 0.07
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②　有価証券の評価損益

連結ベースの有価証券の評価損益は、合計で前年同期末比112億78百万円減少の465億30百万円と

なりました。

有価証券の種類別では、株式が６億６百万円減少の７億63百万円、債券が106億81百万円減少の448

億55百万円、外国証券などその他が９百万円増加の９億11百万円となりました。

なお、有価証券運用につきましては、引き続き市場動向や投資環境を勘案し、安全性・効率性を重

視した投資に努める方針であります。

　

〔連結ベースの有価証券の評価損益〕

　
前第１四半期
連結会計期間
（百万円）(Ａ)

当第１四半期
連結会計期間
（百万円）(Ｂ)

増減（百万円）
(Ｂ)－(Ａ)

満期保有目的 121 7 △114

その他有価証券 57,687 46,522 △11,165

　うち株式 1,369 763 △606

　うち債券 55,415 44,848 △10,567

　うちその他 902 911 9

合　　計 57,808 46,530 △11,278

　うち株式 1,369 763 △606

　うち債券 55,536 44,855 △10,681

　うちその他 902 911 9

(注) １　「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、四半期連結貸借対照表価額と取得

価額との差額を計上しております。

２　「その他有価証券」にかかる評価差額金は、前第１四半期連結会計期間34,391百万円、当第１四半期連結会計

期間27,804百万円であります。

　
③　連結自己資本比率

連結ベースの自己資本額は、利益剰余金の増加などにより、前年同期末比38億34百万円増加の

2,636億65百万円となりました。

また、連結ベースのリスク・アセット等は、前年同期末比611億56百万円減少し、１兆4,892億22百

万円となりました。

以上の結果、連結自己資本比率（国内基準）は、前年同期末比0.95ポイント上昇の17.70％となり

ました。

なお、四半期連結貸借対照表上の「繰延税金資産（純額）」が基本的項目（ＴｉｅｒⅠ)に占める

割合は、前年同期末比1.38ポイント上昇の2.53％となりました。
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〔連結自己資本比率（国内基準）〕

　
前第１四半期
連結会計期間
（百万円）(Ａ)

当第１四半期
連結会計期間
（百万円）(Ｂ)

増減（百万円）
(Ｂ)－(Ａ)

(1)自己資本比率（国内基準）　　　(％) 16.75 17.70 0.95

　うちＴｉｅｒⅠ比率　　 　　(％) 16.11 17.36 1.25

(2)ＴｉｅｒⅠ 249,814 258,541 8,727

(3)ＴｉｅｒⅡ 13,078 7,591 △5,487

　うち土地再評価差額金 3,389 3,098 △291

　うち劣後ローン残高 ― ─ ―

(4)控除項目 3,062 2,467 △595

(5)自己資本　(2)＋(3)－(4) 259,831 263,665 3,834

(6)リスク・アセット等 1,550,3781,489,222 △61,156

　

繰延税金資産(純額)がＴｉｅｒⅠに占める割合 (％) 1.15 2.53 1.38

(注)  信用リスク・アセットの算出においては、前第１四半期連結会計期間は標準的手法、当第１四半期連結会計期間

は基礎的内部格付手法を採用しております。

　
(経営成績の分析)

①　主な収支の状況

　Ａ 連結粗利益

当第１四半期連結累計期間の連結粗利益は、前年同期比４億73百万円減少の162億98百万円とな

りました。これは、市場金利が低位で推移する中、貸出金利息などの資金運用収益が減少したことを

主因に資金利益が減少するとともに、預り資産関連の手数料収入が減少したことなどから役務取引

等利益が減少したことなどによるものであります。
　

　Ｂ 営業経費

当第１四半期連結累計期間の営業経費は、引き続き経費削減に努めた結果、前年同期比３億32百

万円減少の105億２百万円となりました。
　

　Ｃ 経常利益

当第１四半期連結累計期間の経常利益は、前年同期比２億18百万円増加の48億72百万円となりま

した。これは、連結粗利益が減少したことに加え、株式減損処理額の増加を主因に株式等関係損益が

減少しましたが、一方で営業経費が減少したほか、与信費用が減少したことなどによるものであり

ます。
　

　Ｄ 四半期純利益

以上の要因のほか、前年同期には資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額を特別損失に計上し

ていたことを主因に特別損益が改善した結果、当第１四半期連結累計期間の四半期純利益は、前年

同期比３億38百万円増加の26億56百万円となりました。
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②　与信費用

当第１四半期連結累計期間の与信費用総額は、前年同期比９億33百万円減少の５億17百万円とな

りました。これは、一般貸倒引当金繰入額が増加しましたが、一方で個別貸倒引当金繰入額の減少を

主因に不良債権処理額が減少したことによるものであります。
　

〔連結損益状況：第１四半期連結累計期間に係る損益計算書ベース〕

　
前第１四半期
連結累計期間
（百万円）(Ａ)

当第１四半期
連結累計期間
（百万円）(Ｂ)

増減（百万円）
(Ｂ)－(Ａ)

連結粗利益 16,771 16,298 △473

　うち資金利益 13,995 13,556 △439

　うち役務取引等利益 1,812 1,702 △110

　うちその他業務利益 963 1,039 76

営業経費 10,834 10,502 △332

一般貸倒引当金繰入額　① 104 268 164

不良債権処理額　② 1,345 248 △1,097

　うち貸出金償却 28 4 △24

　うち個別貸倒引当金繰入額 1,358 205 △1,153

　うち特定海外債権引当勘定繰入額 ─ ─ ─

　うち債権売却損 ─ ─ ─

　うちその他 △41 38 79

貸倒引当金戻入益　③ ― ― ―

株式等関係損益 △44 △540 △496

その他 212 135 △77

経常利益 4,654 4,872 218

特別損益 △155 △0 155

税金等調整前四半期純利益 4,499 4,872 373

法人税、住民税及び事業税 991 864 △127

法人税等調整額 948 1,061 113

少数株主利益 241 289 48

四半期純利益 2,318 2,656 338

　

与信費用　①＋②－③ 1,450 517 △933

(注)  連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）＋

　　　　 　 （その他業務収益－その他業務費用）

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当行グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 495,021,000

計 495,021,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 167,927,472167,927,472
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数　1,000株

計 167,927,472167,927,472― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～
平成23年６月30日

─ 167,927 ─ 20,705,307 ─ 15,516,412

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ─ ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,936,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

162,845,000
162,845 ―

単元未満株式
普通株式

3,146,472
― ―

発行済株式総数 167,927,472― ―

総株主の議決権 ― 162,845 ―

(注) １　上記の「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権４

個）含まれております。

２　上記の「単元未満株式」の欄には、当行所有の自己株式が864株含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社山陰合同銀行

島根県松江市魚町10番地 1,936,000 ─ 1,936,0001.15

計 ― 1,936,000 ─ 1,936,0001.15

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年

内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀

行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

　

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(自平成23年４月１

日　至平成23年６月30日)及び第１四半期連結累計期間(自平成23年４月１日　至平成23年６月30日)に係る

四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

現金預け金 269,138 133,597

コールローン及び買入手形 71,195 98,979

買入金銭債権 5,633 5,870

商品有価証券 522 303

金銭の信託 6,434 6,340

有価証券 ※2
 1,369,154

※2
 1,485,591

貸出金 ※1
 2,174,443

※1
 2,146,701

外国為替 7,774 2,425

リース債権及びリース投資資産 24,910 25,220

その他資産 38,278 25,559

有形固定資産 44,998 44,688

無形固定資産 2,353 2,400

繰延税金資産 10,154 6,567

支払承諾見返 21,363 20,043

貸倒引当金 △49,319 △49,765

投資損失引当金 △1,069 △1,075

資産の部合計 3,995,967 3,953,447

負債の部

預金 3,487,814 3,420,838

譲渡性預金 － 10,000

コールマネー及び売渡手形 16,140 14,400

債券貸借取引受入担保金 19,431 19,473

借用金 108,845 109,085

外国為替 13 34

その他負債 41,580 53,858

賞与引当金 1,102 －

退職給付引当金 11,017 11,149

役員退職慰労引当金 118 93

睡眠預金払戻損失引当金 282 256

その他の偶発損失引当金 515 547

繰延税金負債 3 2

再評価に係る繰延税金負債 3,985 3,985

支払承諾 21,363 20,043

負債の部合計 3,712,213 3,663,768
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

資本金 20,705 20,705

資本剰余金 15,516 15,519

利益剰余金 207,163 208,990

自己株式 △1,396 △1,350

株主資本合計 241,988 243,865

その他有価証券評価差額金 24,018 27,804

繰延ヘッジ損益 △4 △9

土地再評価差額金 2,900 2,900

その他の包括利益累計額合計 26,914 30,696

新株予約権 329 312

少数株主持分 14,521 14,805

純資産の部合計 283,754 289,679

負債及び純資産の部合計 3,995,967 3,953,447
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

経常収益 23,545 22,278

資金運用収益 16,323 15,749

（うち貸出金利息） 9,942 9,401

（うち有価証券利息配当金） 5,468 5,281

役務取引等収益 2,528 2,426

その他業務収益 4,181 3,804

その他経常収益 511 298

経常費用 18,891 17,406

資金調達費用 2,327 2,193

（うち預金利息） 1,912 1,646

役務取引等費用 716 724

その他業務費用 3,217 2,764

営業経費 10,834 10,502

その他経常費用 ※1
 1,795

※1
 1,221

経常利益 4,654 4,872

特別利益 1 0

固定資産処分益 － 0

償却債権取立益 1 －

特別損失 157 0

固定資産処分損 7 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 149 －

税金等調整前四半期純利益 4,499 4,872

法人税、住民税及び事業税 991 864

法人税等調整額 948 1,061

法人税等合計 1,939 1,926

少数株主損益調整前四半期純利益 2,559 2,946

少数株主利益 241 289

四半期純利益 2,318 2,656
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,559 2,946

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 10,466 3,787

繰延ヘッジ損益 △212 △4

その他の包括利益合計 10,253 3,782

四半期包括利益 12,813 6,728

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 12,603 6,437

少数株主に係る四半期包括利益 210 291
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日 
  至　平成23年６月30日)

１　税金費用の処理 　一部の連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期

間を含む年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利

益に当該見積実効税率を乗じることにより算定してお

ります。

　
【追加情報】

　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正から、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号平成21年12月４日)を適用しております。

なお、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第14号）に基づき、当第１

四半期連結累計期間の「償却債権取立益」は、「その他経常収益」に計上しておりますが、前第１四半期連結累計

期間については遡及処理を行っておりません。

　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 14,724百万円

延滞債権額 53,730百万円

３カ月以上延滞債権額 870百万円

貸出条件緩和債権額 7,664百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。

破綻先債権額 15,556百万円

延滞債権額 54,836百万円

３カ月以上延滞債権額 868百万円

貸出条件緩和債権額 8,595百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。

※２　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債

務の額は22,646百万円であります。

※２　有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債

務の額は23,450百万円であります。

　
(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

※１　その他経常費用には、貸出金償却28百万円、貸倒引

当金繰入額1,463百万円及び株式等償却29百万円を

含んでおります。

※１　その他経常費用には、貸出金償却４百万円、貸倒引

当金繰入額474百万円及び株式等償却296百万円を含

んでおります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。
　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

　

減価償却費 647百万円
　

減価償却費 643百万円
　

　
(株主資本等関係)

　

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）
　

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 845 5.0平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）
　

１　配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 829 5.0平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】
　

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)
　

１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　
   外部顧客に対する
　 経常収益

19,5643,58623,150 395 23,545 ─ 23,545

   セグメント間の内部
　 経常収益

196 367 564 822 1,386△1,386 ─

計 19,7603,95423,7141,21824,932△1,386 23,545

セグメント利益 3,840 819 4,660 235 4,896 △241 4,654

(注)　１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業等を含んでおりま

す。

３　セグメント利益の調整額△241百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

　
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

　
(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)
　

１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益 　 　 　 　 　 　 　
   外部顧客に対する
　 経常収益

18,6963,28221,978 300 22,278 ― 22,278

   セグメント間の内部
　 経常収益

119 169 288 847 1,136△1,136 ―

計 18,8153,45122,2671,14823,415△1,136 22,278

セグメント利益 4,356 394 4,750 219 4,970 △97 4,872

(注)　１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業等を含んでおりま

す。

３　セグメント利益の調整額△97百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

　
(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

　
(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

　
(金融商品関係)

Ⅰ　前連結会計年度（平成23年３月31日現在）

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。

なお、連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目及び時価を把握することが極めて困難と認められる

非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注２）参照）

科　目
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時　価
(百万円)

差　額
(百万円)

(1) 現金預け金 269,138 269,138 ―

(2) コールローン及び買入手形 71,195 71,195 ―

(3) 有価証券（＊１） 　 　 　

満期保有目的の債券 26,147 26,151 3

その他有価証券 1,334,2221,334,222 ―

(4) 貸出金 2,174,443　 　

貸倒引当金（＊１） △46,240　 　

　 2,128,2032,163,422 35,219

資産計 3,828,9083,864,131 35,222

(1) 預金 3,487,8143,492,475 4,661

(2) 借用金 108,845 108,892 47

負債計 3,596,6593,601,367 4,708

デリバティブ取引（＊２） 　 　 　

ヘッジ会計が適用されていないもの 314 314 ―

ヘッジ会計が適用されているもの 6,468 6,468 ―

デリバティブ取引計 6,783 6,783 ―

(＊１)　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、有価証券に対する投資損失引

当金については、重要性が乏しいため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

(＊２)　その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、合計で正味の債務とな

る項目はありません。

　
（注１) 金融商品の時価の算定方法

　 資　産

(1) 現金預け金　

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近

似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
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(2) コールローン及び買入手形

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。
　

(3) 有価証券

株式は取引所の価格を時価としております。債券は日本証券業協会等の公表市場価格、情報ベンダー

算定価格、ブローカー提示価格の優先順位で時価としております。投資信託は公表基準価格、ブロー

カー提示価格の優先順位で時価としております。

自行保証付私募債は、内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規引受を

行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
　

(4) 貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、

残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロー

の現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は

連結決算日における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該

価額を時価としております。

なお、ヘッジ会計により、ヘッジ対象として貸出金と一体として処理されている金利スワップ取引の

時価は、当該貸出金の時価に含めて記載しております。
　

　 負　債

(1) 預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており

ます。また、定期預金の時価は、預金の種類及び期間に区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引い

て現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いてお

ります。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

なお、ヘッジ会計により、ヘッジ対象として預金と一体として処理されている金利スワップ取引の時

価は、当該預金の時価に含めて記載しております。
　

(2) 借用金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものについては、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額を時価としております。
　

　 デリバティブ取引

デリバティブ取引については、「（デリバティブ取引関係）」に記載しております。

　

（注２)　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情

報の「資産(3)その他有価証券」には含まれておりません。

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式（＊１）（＊２） 4,781

②組合出資金（＊３） 3,984

③その他 18

合計 8,784
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(＊１)　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対

象とはしておりません。

(＊２)　当連結会計年度において、非上場株式について175百万円減損処理を行っております。

(＊３)　組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成され

ているものについては、時価開示の対象とはしておりません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結会計期間（平成23年６月30日現在）

平成23年６月30日における四半期連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり

ます。なお、四半期連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目及び時価を把握することが極めて困難と

認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。（（注２）参照）

科　目
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時　価
（百万円）

差　額
（百万円）

(1) 現金預け金 133,597 133,597 ―

(2) コールローン及び買入手形 98,979 98,979 ―

(3) 有価証券（＊１） 　 　 　

満期保有目的の債券 26,951 26,958 7

その他有価証券 1,449,2681,449,268 ―

(4) 貸出金 2,146,701　 　

貸倒引当金（＊１） △46,521　 　

　 2,100,1802,139,427 39,247

資産計 3,808,9763,848,231 39,254

(1) 預金 3,420,8383,425,569 4,731

(2) 借用金 109,085 109,138 53

負債計 3,529,9233,534,708 4,784

デリバティブ取引（＊２） 　 　 　

ヘッジ会計が適用されていないもの 304 304 ―

ヘッジ会計が適用されているもの 1,409 1,409 ―

デリバティブ取引計 1,714 1,714 ―

(＊１)　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、有価証券に対する投資損失引

当金については、重要性が乏しいため、四半期連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

(＊２)　その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。なお、合計で正味の債務となる

項目はありません。

　
（注１) 金融商品の時価の算定方法

　 資　産

(1) 現金預け金　

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近

似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　

(2) コールローン及び買入手形

これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。
　

(3) 有価証券

株式は取引所の価格を時価としております。債券は日本証券業協会等の公表市場価格、情報ベンダー

算定価格、ブローカー提示価格の優先順位で時価としております。投資信託は公表基準価格、ブロー

カー提示価格の優先順位で時価としております。

自行保証付私募債は、内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規引受を

行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
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(4) 貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、保全、期間に基づく区分ごとに、元利金の

合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。なお、

残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フロー

の現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は

四半期連結会計期間末における四半期連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近

似しており、当該価額を時価としております。

なお、ヘッジ会計により、ヘッジ対象として貸出金と一体として処理されている金利スワップ取引の

時価は、当該貸出金の時価に含めて記載しております。

　
　 負　債

(1) 預金

要求払預金については、四半期連結会計期間末に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ

なしております。また、定期預金の時価は、預金の種類及び期間に区分して、将来のキャッシュ・フロー

を割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率

を用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額を時価としております。

なお、ヘッジ会計により、ヘッジ対象として預金と一体として処理されている金利スワップ取引の時

価は、当該預金の時価に含めて記載しております。
　

(2) 借用金

元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により

算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものについては、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

　
　 デリバティブ取引

デリバティブ取引については、「(デリバティブ取引関係)」に記載しております。

　
（注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情

報の「資産(3)その他有価証券」には含まれておりません。

区分 四半期連結貸借対照表計上額(百万円)

①非上場株式（＊１）（＊２） 4,834

②組合出資金（＊３） 4,517

③その他 18

合計 9,370

(＊１)　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対

象とはしておりません。

(＊２)　当四半期連結累計期間において、非上場株式について０百万円減損処理を行っております。

(＊３)　組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成され

ているものについては、時価開示の対象とはしておりません。
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(有価証券関係)
　

Ⅰ　前連結会計年度

１　満期保有目的の債券(平成23年３月31日現在)

　
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 3,501 3,529 27

地方債 ― ― ―

短期社債 ― ― ―

社債 22,646 22,621 △24

その他 ― ― ―

合計 26,147 26,151 3

　
２　その他有価証券(平成23年３月31日現在)

　 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 37,264 38,666 1,401

債券 1,199,656 1,238,076 38,419

　国債 933,502 965,142 31,640

　地方債 155,289 160,359 5,069

　短期社債 ― ― ―

　社債 110,864 112,573 1,709

その他 57,094 57,480 386

合計 1,294,015 1,334,222 40,207

　
Ⅱ　当第１四半期連結会計期間

１　満期保有目的の債券(平成23年６月30日現在)

　
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

国債 3,501 3,527 26

地方債 ─ ─ ─

短期社債 ─ ─ ─

社債 23,450 23,431 △18

その他 ─ ─ ─

合計 26,951 26,958 7

　
２　その他有価証券(平成23年６月30日現在)

　 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

株式 36,091 36,855 763

債券 1,297,195 1,342,043 44,848

　国債 977,102 1,014,080 36,978

　地方債 163,846 169,979 6,132

　短期社債 ─ ─ ─

　社債 156,246 157,983 1,736

その他 69,458 70,369 911

合計 1,402,745 1,449,268 46,522
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(注)　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復

する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表価額とするとともに、

評価差額を当第１四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は株式295百万円であります。

また、時価が「著しく下落した」と判断されるのは、下記(1)または(2)の①から③のいずれかに該当した場合と

しております。

(1) 基準日の時価が取得原価又は償却原価に比べ50％以上下落した場合。

(2) 基準日の時価が取得原価又は償却原価に比べ30％以上下落した場合。

①　株式・投資信託は、時価が基準日から起算して過去１年間に一度も取得原価の70％を超えていない場合。た

だし、基準日より１年以内に新規取得した銘柄で30％以上下落した銘柄は、個別にその下落要因等を検討

し、回復可能性の判定を行う。

②　株式は、当該株式の発行会社が債務超過の状態にある場合、または２期連続して当期損失を計上した場合。

③　債券は、時価の下落が金利の上昇ではなく、信用リスクの増大に起因する場合。

　
(金銭の信託関係)

　

Ⅰ　前連結会計年度

１　満期保有目的の金銭の信託(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

　
２　その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成23年３月31日現在)

　 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

その他の金銭の信託 187 187 ─

　

Ⅱ　当第１四半期連結会計期間

１　満期保有目的の金銭の信託(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

　
２　その他の金銭の信託(運用目的及び満期保有目的以外)(平成23年６月30日現在)

　 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他の金銭の信託 108 108 ─
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(デリバティブ取引関係)

Ⅰ　前連結会計年度

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 金利関連取引(平成23年３月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―

金利オプション ― ― ―

店頭

金利先渡契約 ― ― ―

金利スワップ 1,100 △12 △12

金利オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ― △12 △12

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

　
(2) 通貨関連取引(平成23年３月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―

通貨オプション ― ― ―

店頭

通貨スワップ 38,570 310 310

為替予約 799 △2 △2

通貨オプション 17,227 △0 20

その他 ― ― ―

　 合計 ― 308 329

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

　
(3) 株式関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

　
(4) 債券関連取引(平成23年３月31日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

債券先物 277 279 △1

債券先物オプション ― ― ―

店頭
債券店頭オプション ― ― ―

その他 ― ― ―

　 合計 ― 279 △1

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

　　取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、オプション価格計算モデル等により算定しております。

　
(5) 商品関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。
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(6) クレジット・デリバティブ取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 金利関連取引(平成23年３月31日現在)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等(百万円) 時価(百万円)

原則的処理方法 ─ ─ ─ ─

金利スワップの
特例処理

金利スワップ 貸出金・預金 74,699（注）３

　 合計 ― ― ─

(注) １　主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第24号）に基づき、繰延ヘッジによっております。

２　時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

３　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金及び預金と一体として処理されている

ため、その時価は「（金融商品関係）」の当該貸出金及び預金の時価に含めて記載しております。

　
(2) 通貨関連取引(平成23年３月31日現在)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等(百万円) 時価(百万円)

原則的処理方法 為替予約
預金・
コールローン

401,080 6,468

為替予約等の
振当処理

通貨スワップ
─

─ ─

為替予約 ─ ─

　 合計 ― ― 6,468

(注) １　主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第25号）に基づき、繰延ヘッジによっております。

２　時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

　
(3) 株式関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

　
(4) 債券関連取引(平成23年３月31日現在)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社山陰合同銀行(E03583)

四半期報告書

28/33



　

Ⅱ　当第１四半期連結会計期間

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 金利関連取引(平成23年６月30日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

金利先物 ─ ─ ─

金利オプション ─ ─ ─

店頭

金利先渡契約 ─ ─ ─

金利スワップ 1,050 △11 △11

金利オプション ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

　 合計 ― △11 △11

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

　

(2) 通貨関連取引(平成23年６月30日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

通貨先物 ─ ─ ─

通貨オプション ─ ─ ─

店頭

通貨スワップ 37,302 276 276

為替予約 345 1 1

通貨オプション 21,595 △0 36

その他 ─ ─ ─

　 合計 ― 277 314

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

　

(3) 株式関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

　

(4) 債券関連取引(平成23年６月30日現在)

区分 種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円)

金融商品
取引所

債券先物 423 423 0

債券先物オプション ─ ─ ─

店頭
債券店頭オプション ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

　 合計 ― 423 0

(注) １　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

２　時価の算定

　　取引所取引につきましては、東京証券取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、オプション価格計算モデル等により算定しております。

　

(5) 商品関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

　

(6) クレジット・デリバティブ取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。
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２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 金利関連取引(平成23年６月30日現在)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等(百万円) 時価(百万円)

原則的処理方法 ─ ─ ─ ─

金利スワップの
特例処理

金利スワップ 貸出金・預金 78,219（注）３

　 合計 ― ― ─

(注) １　主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第24号）に基づき、繰延ヘッジによっております。

２　時価の算定

取引所取引につきましては、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引につきまして

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

３　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている貸出金及び預金と一体として処理されている

ため、その時価は「（金融商品関係）」の当該貸出金及び預金の時価に含めて記載しております。

　
(2) 通貨関連取引(平成23年６月30日現在)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象 契約額等(百万円) 時価(百万円)

原則的処理方法 為替予約
預金・
コールローン

250,720 1,409

為替予約等の
振当処理

通貨スワップ
─

─ ─

為替予約 ─ ─

　 合計 ― ― 1,409

(注) １　主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第25号）に基づき、繰延ヘッジによっております。

２　時価の算定

割引現在価値等により算定しております。

　
(3) 株式関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。

　
(4) 債券関連取引(平成23年６月30日現在)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、次のとおりであります。
　

　 　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 13.77 16.01

(算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益 百万円 2,318 2,656

普通株主に帰属しない金額 百万円 ─ ―

普通株式に係る四半期純利益 百万円 2,318 2,656

普通株式の期中平均株式数 千株 168,326 165,924

　 　 　 　

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

円 13.74 15.96

(算定上の基礎) 　 　 　

四半期純利益調整額 百万円 ─ ─

普通株式増加数 千株 302 474

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前連結会計年度末から重
要な変動があったものの概要

　 ─ ―

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成23年８月10日

株式会社山陰合同銀行

取締役会　御中
　

新日本有限責任監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　河　　野　　　　　明　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　根　　津　　昌　　史　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　久　　保　　　　　隆　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社山陰合同銀行の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山陰合同銀行及び連結子会社の平成

23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

(注)　1　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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